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標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主管

部(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期高

齢者医療主管課(部)あて通知するとともに、別添団体各位に協力を依頼しまし

たので、貴団体におかれましても、関係者に対し周知を図られますようお願いい

たします。 
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厚生労働省保険局医療課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その67） 

 

 

新型コロナウイルスの感染が拡大し、医療機関の受診が困難になりつつあることに

鑑みた時限的・特例的な対応として、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上

の臨時的な取扱いについて（その２）」（令和２年２月28日厚生労働省保険局医療課

事務連絡）、「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについ

て（その６）」（令和２年３月19日厚生労働省保険局医療課事務連絡）、「新型コロ

ナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その10）」（令和２

年４月10日厚生労働省保険局医療課事務連絡。以下「令和２年４月10日事務連絡」と

いう。）等（以下「コロナ特例」という。）において、電話や情報通信機器を用いた

診療等の取扱いを示しているところである。 

今般、令和４年度診療報酬改定により、情報通信機器を用いた初診に係る診療報酬

上の取扱いが定められるとともに、情報通信機器を用いた再診等についても要件等の

見直しが行われるところである。 

こうしたことを踏まえ、コロナ特例による電話及び情報通信機器を用いた診療の取

扱い及び令和４年度診療報酬改定による情報通信機器を用いた診療の取扱いについ

て、下記のとおり取りまとめたので、その取扱いに遺漏のないよう、貴管下の保険医

療機関及び保険薬局に対し周知徹底を図られたい。 

なお、令和４年度診療報酬改定における情報通信機器を用いた診療の取扱いについ

ては、「診療報酬の算定方法の一部を改正する件」（令和４年厚生労働省告示第54号）

等が公布され、令和４年４月１日より適用されること（以下単に「診療報酬改定」と

いう。）に伴い、同日からの適用となることに留意されたい。 

 

 

 

御中 



記 

 

  

１．電話や情報通信機器を用いた初診の実施について 

令和２年４月 10 日事務連絡の１の（１）に掲げる初診から電話や情報通信機器を

用いた診療により診断や処方を行った場合には、当該診療について、A000 初診料

の注２に規定する 214 点を算定することとされているが、診療報酬改定後の情報通

信機器を用いた診療に掲げる施設基準を満たすものとして地方厚生（支）局長に届

出を行った保険医療機関において、診療報酬改定後の A000 初診料の注１ただし書

に規定する情報通信機器を用いて当該診療が行われた場合には、同ただし書に規定

する 251 点を算定するものとする。なお、当該施設基準の届出を行っていない保険

医療機関において、電話や情報通信機器を用いた診療が行われた場合にあっては、

コロナ特例による 214 点を引き続き算定しても差し支えない。ただし、この場合で

あっても診療報酬改定後の施設基準に準じた体制の整備に最大限努めること。 

 

２．電話や情報通信機器を用いた再診の実施について 

電話や情報通信機器を用いた再診により診断や処方を行った場合の取扱いにつ

いて、時限的・特例的な対応としてその取扱いが定められているところではあるが、

診療報酬改定後の情報通信機器を用いた診療に掲げる施設基準を満たすものとし

て地方厚生（支）局長に届出を行った保険医療機関において当該診療が実施された

場合には、診療報酬改定後の A001 再診料の注１ただし書又は A002 外来診療料の注

１ただし書に規定する 73 点を算定することとなる。ただし、当該施設基準の届出

を行っていない保険医療機関において、当該診療が行われた場合にあっては、コロ

ナ特例による電話等再診料等を引き続き算定しても差し支えない。なお、この場合

であっても診療報酬改定後の施設基準に準じた体制の整備に最大限努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

 


